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示した、Voluntary National Content Standards in Economics （以下スタンダードと称する）の内容および
















































































































































れた法律 Goals 2000: Educate America Act において、スタンダードを設定する九つの分野（English, 




　また、スタンダードは経済教育の体系化へ向けた 20 年余にわたる活動の成果でもある。Saunders 
and Gilliard (1995) によれば、このような活動は The National Task Force on Economic Education の 1961
年のレポートを契機としている。その後、経済教育の概念を整理する活動が進められ、最終的には A 
Framework for Teaching Basic Economic Concepts (1995) がまとめられていた。16）スタンダードで取り
上げられた内容は、このフレームワークを受け継いでいる。













どのように改善されるのかという説明が続き、さらに、Grade 4, Grade 8, Grade 12 の三段階ごとに到


















G4 で３対の、G8 で５対の、G12 で４対の benchmarks が示されている。
（３）ナショナルスタンダードの内容
　20 の standards の項目を、NCEE の整理にしたがって示すと以下のとおりである。
１．稀少性 (Scarcity)、２．限界的な費用／便益 (Marginal Cost/Benefi t)、３．財・サービスの資源配
分 (Allocation of Goods and Services)、４．誘因の役割 (Role of Incentives)、５．交易による利得 (Gain 
from Trade)、６．特化と交易 (Specialization and Trade)、７．市場－価格と数量の決定 (Markets-Price 
and Quantity Determination)、８．市場機構における価格の役割 (Role of Price in Market System)、９．
競争の役割 (Role of Competition)、10．経済制度の役割 (Role of Economic Institutions)、11．貨幣の
役割 (Role of Money)、12．利子率の役割 (Role of Interest Rates)、13．所得決定における資源の役割
　(Role of Resources in Determining Income)、14．利潤と企業家 (Profi t?and the Entrepreneur)、15．成
長 (Growth)、16．政府の役割 (Role of Government)、17．政府活動評価のための費用便益分析の利
用 (Using Cost/Benefi t Analysis to Evaluate Government Programs)、18．マクロ経済－所得／雇用と価格
(Macroeconomy-Income/Employment, Prices) 19．失業とインフレーション (Unemployment and Infl ation)、




































関連するものに充てられている。ちなみに、10 から 12 が制度について、13 から 15 が資源と成長、
16 と 17 が政府について、そして 18 から 20 がマクロ経済についてである。
　また、グレードごとの整理にあるように、市場の問題はその意味内容において G8 レベルから取り












































































































11）桂木 (1998) p. 141 。
12）間宮 (2001) p. 87-95参照。
13）佐々木、金 (2001) p. 124。
14）根井 (2008) p. 40-41。
15）根井 (2008) p. 54。
16）佐々木、金 (2001) の、発題Ⅲを受けての討論（pp. 115-129）および発展協議（pp. 197-238）を参照。
17）「関係」として捉えられる「公」の問題は、社会的選択の理論に関連し、鈴村 (2002) が正面か
ら考察を行っているが、本稿の範囲を超えるので取り上げないこととする。
18）桂木 (1998) p. 131 。
19）桂木 (1998) p. 142。
10）桂木 (2005) p. 193
11）根井 (2009) p. ⅲ。
12）根井 (2009) p. 146。
13）根井 (2009) p. ⅱ。








16）この経緯については、Saunders and Gilliard (1995) pp. 3-4 参照。
17）NCEE (1997) スタンダードの p. ⅴ参照。
18）NCEE (1997) スタンダードの p. ⅶ。
19）この区分は、経済教育に関する先駆的事例「フレームワーク」においても同様であったし、また




20）NCEE (1997) スタンダードの p. xi。
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